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2026年3月25日

セメント・固化材の国内販売事業および
一部連結子会社株式の譲渡に伴う完全
子会社の設立および会社分割
（簡易吸収分割）ならびに当該完全
子会社株式の譲渡（子会社の異動）
に関するお知らせ
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セメント国内需要（万t）

単独運営では
安定供給体制の
維持は困難

国内人口の減少、
公共投資の縮小、
ストック型社会への移行等

譲渡に至った背景とねらい

｢中期経営計画2025｣で掲げた重点課題の実現

事業ポートフォリオの転換

人口減少等に起因するセメント国内需要の漸減 *(一社)セメント協会公表資料より参照

CSR経営の推進

地球温暖化防止への貢献

成長事業｢電子｣｢健康｣｢環境｣へ重点投資

｢ありたい姿｣を実現

GHG排出量の削減
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譲渡する事業の概要

対象事業 当社のセメントおよび固化材の国内販売事業、
ならびに下記に掲げる当社完全子会社株式

対象子会社 トクヤマ通商株式会社（セメント、生コン、その他建材の販売会社）
株式会社トクヤマエムテック（建材製品の製造販売会社）

譲渡先 太平洋セメント株式会社

譲渡スキーム ３～4ページ参照

譲渡価額 370億円 *実際の譲渡価額は当該金額に対して株式譲渡契約で定める調整を加味

クロージング日 2026年10月1日（予定）

譲渡完了後の
イメージ

2028年度を目途にした
セメント製造停止を視野に検討

*関連して、輸出取引の縮小、南陽工場設備の転用も検討
 *社外廃棄物の受入に関して、排出元と誠実に協議
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譲渡スキーム STEP1
当社から分割承継会社への
吸収分割イメージ

株式会社トクヤマ

譲渡対象範囲

トクヤマ通商 および
トクヤマエムテックは

分割承継会社の完全子会社

分割承継会社は
当社の完全子会社

分割承継会社
（New Company）

セメント/固化材
国内販売事業
（営業権）

トクヤマ通商㈱
・セメント、生コンの販売
・その他建材の販売

㈱トクヤマエムテック
・建材製品の製造販売
・コンクリ補修、補強工事

吸収分割
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譲渡スキーム STEP2
当社から太平洋セメントへの
株式譲渡イメージ

株式会社トクヤマ

譲渡対象範囲

トクヤマ通商 および
トクヤマエムテックは

太平洋セメントのグループ会社

分割承継会社は
太平洋セメントの
完全子会社

分割承継会社
（New Company）

セメント/固化材
国内販売事業
（営業権）

トクヤマ通商㈱
・セメント、生コンの販売
・その他建材の販売

㈱トクヤマエムテック
・建材製品の製造販売
・コンクリ補修、補強工事

太平洋セメント株式会社

分割承継会社の
全株式を譲渡
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子会社・関連会社

譲渡に伴うセメント事業体制

2026年3月25日現在 譲渡後：2026年10月１日（予定）時点

*トクヤマ通商、トクヤマエムテック除く

株式会社トクヤマ 太平洋セメント株式会社

国内販売

輸出

製造

開発・品証

企画

資源

子会社・関連会社

輸出

製造

開発・品証

企画

資源

国内販売

トクヤマ通商

トクヤマエムテック
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創出したキャッシュを、
成長事業である｢電子｣｢健康｣｢環境｣の推進や
次代を担う新規事業の創出のために積極的に投資し、
当社グループのさらなる成長と価値向上に貢献

＊体外診断用医薬品および
 体外診断用医薬品材料

今後の戦略的展望について

JSR株式会社より
IVDおよび
IVDM事業*を買収し、
事業領域を拡大

セメント販売事業の
売却による
資金獲得

成長事業および
新規事業創出に
向けて積極的に投資

推進した
成長事業および
次なる新規事業により、
さらなる利益と
資金創出に貢献

現在（2025年度） 2026年度 短・中期（1〜5年） 長期（6年〜）
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